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雇用関連のリスクとは？
近年では、事業活動のグローバル化による文化的規範や社会的基準の融合、あるいはアウトソーシングなどの新し
い雇用形態の一般化により、雇用関連のリスクは、より複雑化しています。

上司だった男性従業員から繰り返しセクハラを受け、心的外
傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）を発症し、退職を余儀なくされたと
して、会社に対して2,700万円の損害賠償を請求。

業績の悪化により整理解雇された従業員が、整理基準、人選
が合理的でなかったとして、勤務先である企業に対して、職場
復帰までの未払賃金を求める損害賠償請求を提起した。

退職勧奨を拒否したために子会社に出向させられたことに対
し、出向命令の無効と損害賠償を請求。

いじめ・嫌がらせ事例

解雇事例

出向・配置転換事例

民事上の個別労働紛争相談件数の内訳

出典 『厚生労働省報道資料（2020年7月）

技能実習生に対して、
パワハラを行った 外国人労働者に対して、

雇用上不当な差別を行った

職場でのハラスメ
ントで精神的なダ
メージを与えた

従業員を不当に解雇した

会員の皆さまへ
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一般でご加入より
保険料が割安です！
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お問い合わせ先【引受保険会社】

【幹事代理店】株式会社東海損保 担当：土岐尚生
〒464-0067 名古屋市千種区池下1-8-16

052（761）4355 fax:052（761）4359

補償内容
雇用慣行賠償責任保険の主な補償内容は以下の通りです。

補償の対象 概要

法律上の賠償責任

争訟費用

被保険者に対する損害賠償責任に関する争訟（訴訟、仲裁、調停、和解等をいいま
す。）によって被保険者が支出した費用をお支払いします。
この費用には、証拠収集および文書作成費用を含みます。

被保険者が被保険者の使用人または記名被保険者の就労希望者に対して行った雇用
上の差別、セクシャルハラスメントまたは不当解雇などに起因して、被保険者が法
律上の賠償責任を負担することによって被る損害を補償します。

損害賠償金 精神的苦痛に対する慰謝料

文書作成費用（裁判所、当事者宛）証拠収集のために要した費用弁護士費用

「法律上の損害賠償金」「争訟費用」と合算して、一連の損害賠償請求について１事故てん補限度
額、保険期間を通じて総てん補限度額が限度となります。

※「緊急時サポート総合サービス」の対象となります。（ただし、雇用慣行賠償責任保険で保険金支払いができる場合に限ります）

損害防止軽減費用・緊急措置費用 協力費用

信頼回復費用（※）
例）コンサルティング費用、広告費用など

研修費用（※）
例）「職場環境安全配慮義務」の一環として外部講師費用

弁護士相談費用

●このチラシは概要を説明したものです。詳しい内容につきましては取扱代理店または損保ジャパンまでお問合せください。

下記についても保険金支払いの対象となります。

一般社団法人 JIC協同組合支援協会
〒460-0005愛知県名古屋市中区東桜2-22-18 日興ビルディング

電話052-228-7671 FAX052-228-7613

Eメール：post@jic.jp https://www.jic.jp/

取扱代理店


